






































































































































































































































































過去約 5年 現 在の傾 向 将来動 向







増加傾向 機器 ：4杜、化学 ：1杜
計　 ＝社 （5日の




職種 別採用が行われ、A、8、 化学 ：1社、食料 品 ：1社、医薬品 ：3社
計　 5社 （用 ％）Cの各々のタイプ に分 かれる。



























































































































































タ イプ 菓踵 と企業 数
A
食料 品 ：2社 、医 薬品 ：3社
化 学 ：1杜 ． 機械 ：1社
電 気機器　 3社 、サー ビス 1社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 計 10杜 （385％）
B




化 学 ：l社 、鉄鋼 ：1社
機 械 ：2杜、電気 機器 ：3杜
























































































電気機器 ：2杜　　　　　 計　 7杜（4日の
C
食料 品 ：1杜 、医集晶 ：1杜．



























































































































タイ プ 業種 と企 業数
A
機械 ：】社 、電 気機器 ：3社
食料品 ：l杜、．医薬品 ：l社









機 械 ：1社、電 気機器 ：3杜
化学 ：1社、食 料品 ：1杜
ト ビス：】社　　　　　　　　 計　 7社 （29％）
E










































詣 ＼ 字t那芋蔓看霞 藩士課 程虚字番 数 ド＿1’ミ・．
（人 ） （人 ） （饉士進学者／学部卒業者）
．8 5 66．130 13．120 15　2
’91 100．332 l乳120 0．1














’86 82．720 11，6日 1，547 19 131
’9 1 38，973 16．054 2，078 2　3 12　9
















全 就 業者 数 学 部 卒就 業 修 士 卒就 業 博士 卒 就 業
（人 ） 看 数 （人 ） 巻 数 （人 ） 音 数 （人 ）
’8 6
理学 系 10，372 8，851 ，223 298
工学 系 69，168 60，279 ，487 402
計 79，540 銅．130 ，7用 700
（86 鍋 ） （12　㍑） （0．硝）
’9 1
理学 系 11，852 9，661
l
1，850 347
工学 系 81．282 68，89g 1．633 750
計 93，134 78．560 13，483 1，097
（銅 硝 ） （14．硝） （1．錆 ）
’9 6
理 学 系 12，382 9．038 2，807 537
工 学系 88，835 67．857 用，497 1．431
計 101，217 75，895 22，304 2，0日
（76 0‡） （22．6寛） （2．0‡）














































































’92 ’9 3 r94 ’95 ’96
修 士と学士の
比
修 士 20 30 65 89 85
学士 80 70 35 11 15
②　修士採用率が高く、博士採用率は中程度（化学繊維メーカ）
年 次
’9 5 ’9 6
修 士 採 用 率 、
修 士 ／全 体 、 ％ 94．6 95．3
博 士 採 用 率 、
















































































































































卒業 者 数 （人 ） 無 業 者 数 （人 ） 無 業 者 比 率 （％ ）
学 部 修 士 博 士 学 部 修 士 博 士 学 部 修 士 博 士
’8 6 36，130 11，639 1，152 2，352 270 367 2．7 2．3 31．g
’9 1 100，322 16，054 1，722 1，481 269 36g 1．5 1．7 21．4































































































































































































































業種 と企業数過去約 5年 現在の傾向 将来動向
A 低い 同水準 同水準 電気機器 ：1社計 1社 （4％）
8 低い 中程度まで 同水準
サービス：5社、鉄鋼 ：2
社、機械 ・3社 、電気
増加傾向 機器 ：4社．化学 ：1社
計 16社 （5日‘）




























































































































































タ　 イ　 プ 業種と企業数
A
鉄鋼 ：2社、化学 ：2社、機械 ：3社、
電気機器 ：3社　　　　　　　　　　　　　 計 10社
B
食料品 ：2社、化学 ：3社、機械 ：1社、








































































































専 門能 力 （技術 的能 力）
・専攻 分 野 にお け る基本 的知識
・モ ノの見 方 ・考 え 方 、 思考 プ ロセ ス
人 間性 （人 物 面 ）
・企 業 とい う組織’内で う まくや って い
け る能 力























機　 械 A社 97年度　 1名／ 136名
例年　　　 0～ 1名




サービス A社 97年度　 0名／30名
例年　　　　 0名





















機械 A社 例年 0～1名
電気機器 A社 97年度 1名／ 130名


























































C社 97年度 5名／ 134名
96年度 2名／133名
D社 97年度 11名／ 71名
96年度 14名／ 70名
95年度 9名／ 62名
E社 97年度 4名／ 71名 （2名／ 16名）
96年度 2名／ 74名 （2名／ 13名）
95年度 5名／81名 （4名／ 16名）
（ ）内は、化学、生物、薬学系の内数
医薬品 A社 例年 研究職の 20％が博士
（残り80％は修士）
B社 97年度 11名／ 92名
96年度 7名／ 116名
































































































































































タ　 イ　 プ 業種及び企業数
A






















































































ペ － パ ー テ ス ト ．
◆・知 識 試 験 ・’



































































































新卒者 日本人 新卒者の4月 ■第ニ 溺沖への常手生川′
採用 （1－1） ノ級軒 り 十 酎　 ノ：
外国人 日本への留学生 在外外国人学生
（1－6） （1－6）





























































































































































タイプ 業 種 と企業数
A
食 料品 ：2杜 、医薬品 ：3社
化 学 ：1杜 、機械 ：l社
電 気機器　 3社 、サー ビス：1社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 計 10杜 （38．5％）
8





機械 ：2社 、電気機器 ：3社
























































































































































































































業界 ：企業 年　 度
女性の採用数／
大卒以上技術系全体 女性の割合
食料品 ：B社 97年 0名／　 22名 0　　 ％
化学 ：A社 97年 2名／　 35名 5． 7％
化学 ：B社 97年 2名／　 30名 6． 7％
鉄鋼 ：A社 97年 1名／　 56名 1．8％
鉄鋼 ：B社 97年 2名／ 100名 2　　　 ％
機械 ：A社 97年 0名／ 136名 0　　 ％
機械 ：C社 97年 0名／　 57名 0　　　 ％
機械 ：D社 97年 6名／ 100名 6　 ．％
電気機器 ：A社 97年 5名／ 130名 3． 8％
電気機器 ：B社 97年 20名／ 320名 6． 3％
電気機器 ：C社 96年 1名／　 39名 2． 6％
電気機器 ：D社 97年 約45名／ 450名 約 10％
電気機器 ：E社 97年 30名／ 450名 6． 7％
電気機器 ：F社 97年 30名／ 550名 5．5％
電気機器 ：G社 97年 25名／ 535名 4．7％
サービス ：A社 96年 1名／　 40名 2． 5％
サービス ：B社 98年 1名／　 69名 4．4％
（参考）在学生に占める女性の割合（専攻別）
（学 部） （修 士 課程 ） （博 士課 程 ）
理 工 学 （全 体） 10． 9％ 3． 8％ 8． 8％‾
機械 工 学 2． 4％ 2． 3％ 4． 6％
電気 通信 工 学 5． 1％ 4． 4％ 5． 8％



































業種 ：企業 年　 度 女性採用数／ 女性の採用 主に採用 している
大槻上技術系全体 割合 学科
食料品 ：A社 97年 3名／　 34名 8．8％ 化学、薬学、生物
化学 ：β社 97年 18名／ 134名 13．4％ 化学、薬学、生物














95年 18名／　 56名 32． 1％
97年 11名／　 85名 12． 9％
96年 21名／　 89名 24． 7％




（学 部 ） （修 士課 程 ） （博 士 課程 ）
理 工 学 （全 体） 10． 9％ 8． 8％ 8． 8％
物 理 学 1 1． 5％ 10． 7％ 6． 8％
化 学 2 9． 7％ 19． 7％ 10． 2％
生物 学 4 2． 5％ 3 1． 1％ 2 1． 0％




業 界 ・企 業 年　 度 女 性 採 用数
／ 大 卒総 合 職全 体
女 性 の割 合
サ ー ビス ：A社 9 7年 8 9名／ 18 9名 4 7． 1％
サ ー ビス ：B社 9 7年 4 0名 ／ 3 70名 10． 8％







































































































































電気機器 ：2社　　　　　 計　 7社 （46％）
C




















































































































































































































































































































































































務 の 性 格 基 礎 研 究 応 用研 究 商 品 開発 生 産 技術
企業名 開発 研 究 設 計 品 質 管理
化 学 A社 50％未瀦 50％以上
化 学 B社 30％ 70％
化 学 C社 50％以 上 50％未 篇
化 学 D社 10％ 90％
機 械 A社 2 0％ 60％ 2 0％
機 械 B社 10％ 90％
機 械 C社 2一一3％ 6 0～ 7 0％ 30～40％
電 気機 器 A社 4 0％ 60％
電 気機 器 B社 20％ 8 0％
電 気機 器 C社 50％ 5 0％
電気 機 器 D社 20一一30％ 70～80％　　　 （関連 会社 ）











































































タイ プ 業種 と企業数
A
化学 ：1社、食 料品 ：1杜









計　 5杜 （摘 ％）
D‡
機械 ：l社 、サービス：1社
電気機器 ：2社 、食料 品 ：1社



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































タイ プ 業種 と企 業数
A
機械 ：1杜 、電 気機器 ：3社
食料品 ：1杜 、医薬 品 ．t社









機 械 ：1社 、 電気 機器 ：3杜
化学 ：1杜 、食料品 ：1社
サー ビス：1社　　　　　　　　 計　 7社 （29％）
E






















































































































詣 ＼ 学部卒業者 数 修 士課程進 学者数 進 学率 ％
（人 ） （人） （修 士進 学者／学 部卒業者）
’8 6 鵬，130 13，120 15　2
’9 1 100．332 19，120 191













①同窓学部卒業者 ② 修士課程修了者 ③博士課程進学者
進学率（％）数 致 数
（人） （人） （人） （Ⅰ）③／U （Ⅱ）③／②
’86 82，720 11，639 1，547 1．9 13．3
’91 88，973 16，054 2，078 2．3 12．g








































全就 業者数 学 部 卒就業 修 士 辛就 業 博 士 辛就 業
（人） 春 数 （人 ） 音数 （人） 音 数 （人）
’8 6
理 学系 10，372 8． 51 1．223 298
工学 系 69，川8 60， 79 8，487 402
計 79，540 69， 30 9．710 700
（86．蛸） （は 2I） （091）
’9 1
理学 系 ll，852 9．661 1．850 347
工学系 81．282 58，899 11，533 750
計 93．134 78．560 13．483 1，097
（84．31） 日4 鍋） （1 21）
19 6
理学系 12，382 9，038 2，807 537
工学系 88，835 67，857 1g，497 1，481
計 101，217 76，椚 5 22，304 2，0用
（76．Ol） （22 61） （201）





































































’92 ’93 ．94 ’95 ’96
修 士と学士 の
比
修士 20 30 65 89 85
学士 80 70 35 11 15
②　修士採用率が高く、博士採用率は中程度（化学繊維メーカ）
年 次
79 5 ’9 6
修 士 採 用 率 、
修 士 ／全 体 、 ％ 94．6 95．3
博 士 採 用 率 、













































































理 工 学 系
2，685
1，960 1，157 700 103 725 567 148 10
化 学 （73．0％） （59．0％） （35．用 ） （5．3％） （27．0％） （78．2％） （20．硝 ） （1．硝 ）
薬 字
5，606
2，321 1，400 793 128 4，285 3，927 344 14










































































卒業 者 数 （人 ） 無業 者数 （人 ） 無 業者比 率 （％）
学 部 修士 博士 学 部 修 士 博 士 学部 修 士 博 士
’86 86，130 11，639 1，152 2，352 270 367 2．7 2．3 31．9
’9 1 100．322 16，054 1，722 1，481 269 369 1．5 1．7 21．4
’9　6 117，456 27，509 3，143 7，576 1，070 710 6．5 3．9 22．6
（???????????）?????
’86　　’91　　’96
年度
???????????????????????????????
????????????
（?）????
’86　　’91　’96
年度
＊：平成9年版科学技術指標（NISTEP REPORT No．50．1997年5月、科学技術政策研究所）及び
学校基本調査報告書（高等教育機関編編の各年度版、文部省）の抜粋統計データより作成
－135－
この表が示すように、各年度における景気変動によるバラツキもあるものの、
学部卒及び修士卒者の無業者率は5％前後で、博士卒の無業者率はその5－6倍
の20－30％である。
博士卒無業者のこの大きな値の要因は、詳細な調査をしないと明らかではない
が、一つの大きな要因としては、企業側の博士卒採用に積極性がないことがあげ
られる。このことは、1－4－1章でも示したように、本調査研究結果の大企業
における修士卒採用率は高いが、博士卒採用率は理工系博士就業者率の2％より
も低い企業が約30％もあったことからも伺える。
今後ますます大学においては高キャリアー化し、博士卒者が増加することは間
違いない。それに伴って博士卒者の無業者率が現在の比率で推移した場合、その
数自体が一つの社会問題化していく可能性がある。
そのため、博士卒者に対する国及び民間企業等における積極的な対応が必要で
あるとともに、博士卒者の質を高めていくことが重要である。すなわち、現在国
で進めている「ポストドクター等の一万人支援計画」の例でみられるような、積極
的な受け皿の機構と社会的な適合性を図ることを国、企業及び大学側がともに努
力していく必要がある。
4－2　提言
これまで見てきたように、現在、科学技術基本計画に基づいて「大学院の拡
充」や「ポストドクター等1万人支援計画の達成」等により大学院修士課程、博
士課程への進学が促され、大学院修士課程修了者が増えるだけでなく、博士課程
修了者（ボスドクを含む）も増えることが予測される。これは、どちらかと言え
ば大学サイドの要望に応えたものであるため、今後は企業サイドのニーズも反映
させる方向で改革を進める必要があろう。
以下、企業サイドから見て、大学、学生に対しどのような要望があるか、企業
自身がどのように変わらなければならないと認識しているか、について若干の考
察を行う。
（1）大学への要望
1）博士の配属先の拡大に対応した大学の教育研究内容の改善と情報の提供
企業における博士課程修了者の採用については、「博士」の専門能力を高く評
価して「博士」だから採用したという例もあれば、修士のレベルの低下、博士課
程への進学率の上昇に応じて博士の採用数も増やさざるを得なかったという例も
あり、個別の業界・企業によって大きく異なっていた。いずれの場合にせよ、入
社後の配属先は、研究部門（基礎研究部門・応用研究部門）に集中しており、今
ー136－
後、企業における博士の採用数が増えるとなると、研究部門以外（開発部門、生
産部門等）への配属も必要となろう。
その際に企業サイドから見て問題となるのは、博士の高い専門能力を活かせな
いのではないか、という点である。つまり、企業が博士課程修了者を採用し、研
究部門に配属するのは、主に研究部門が博士の専門能力を必要としているからで
あり、研究部門以外の部門（開発部門、生産部門等）に配属したのではその能力
を十分に発揮させることができず、企業サイドにとってのメリットがあまりない
のではないか、ということである。言い換えれば、研究部門以外の部門なら、修
士や学士を配属すれば十分で、そこに博士を配属するのは、企業サイドから見て
”人材のムダ使い”になる、というわけである。
この点を解決するには、企業の開発部門や生産部門でも活かせる専門能力を持
った博士を養成できるように、大学院の教育研究内容の改善を図る必要があろう。
また、企業が博士やボスドクを採用するに当たって、企業のニーズにピッタリ
合った博士やボスドクがどこにどれだけいるか、といったデータが不足している
ため、企業が積極的に博士やボスドクを採用したくてもなかなかできず、結局受
け身的な採用にならざるを得ない、という声が多かった。
この点を解決するためには、どこにどれだけどのような分野・領域、レベルの
博士やボスドクがいるのかという情報を企業に提供できるようにすることが必要
となろう。
2）社会人大学院の拡充
一方、修士課程から博士課程へ進学した後、企業に就職する者の数を増やすよ
りも、学士や修士で企業に就職した者を社会人大学院で勉強させた方がずっと良
い、という意見もあった。つまり、いくら大学院の教育研究内容を改善しても、
企業の開発部門や生産部門でも活躍できるような博士を養成することは難しいた
め、むしろ、社会人大学院を拡充して、企業で何年間か現場経験を積んだ者を社
会人大学院に入学させて何年間か勉強させ博士号を取得させた後、もとの企業で
勤務させる方がずっと良い、という考え方である。
ただし、社会人大学院の拡充については、消極的な意見もあった。その理由は、
企業サイドから見て社会人大学院における教育研究内容にあまり期待できないこ
と、企業において外に出して勉強させたい人材は、優秀な人材であるため忙しく、
なかなか外に出す余裕がない、といった点である。
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（2）学生への要望
従来、博士課程への進学は、主に、将来大学や国立試験研究機関等での研究者
を目指すコースと位置づけられており、博士課程修了後、企業への就職をする者
は少数派であった。ところが、ここ数年、博士課程への進学者数が増えているた
め、博士課程への進学をこれまでのようなコースとしてのみ位置付けることが難
しくなっている。従って、将来企業に就職してビジネスの仕事をしたい、という
意向の者がもっと博士課程に進学するようになる必要があろう。今回調査した企
業の中でも、「従来応募していきた博士は、大学に残れなかったので仕方なく企
業に応募した（従って入社後も専ら研究をしたい）、という者も見受けられたが、
最近では、博士課程までの経験を活かしてビジネスの仕事をしたい、というビジ
ネス志向の学生が増えている」といった声もあり、博士課程へ進学する学生の中
でもビジネス志向の学生が増えつつあると言えよう。
（3）企業自身の変革への自覚
企業がより良い博士を採用し、入社後も有効に活用していくには、企業自身も
今のままでは十分ではないという認識を持っている企業も今回調査した企業の中
では見られた。全般的に見て、博士の採用については、博士本人からの売り込み
や大学教授からの博士の推薦があった場合に受動的に対応するというケースが最
も一般的で、企業側が積極的に博士の採用や採用後の活用について方針を掲げ、
積極的に動くというケースは少数派であった。今後は、企業ももっと積極的に博
士の採用方針を掲げ、オープンな体制で、採用活動を行うとともに、入社後の社
内での博士の活用方針も明確にし、学生が安心して応募できるように努める必要
があろう。今回調査した企業の中には、1996年4月採用から博士の採用を自
由公募制に切り替えた企業もあり、企業自身の変革も現在進行中であると言えよ
う。
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4－3　結論
本調査研究結果及び考察から、以下のように総括的に結論する。
・本調査研究のインタビュー調査及び各種統計データの解析結果の比較検
討から、企業が求める研究者及び技術者のキャリアニーズの実態を考察する
ことができた。
・本調査研究の結果、多くの企業において高キャリア者（修士及び博士）、
経験者、女性及び外国人研究者及び技術者の採用はこれからの事業展開にと
って重要と考え、今後さらに増加させていく傾向にあることがわかった。
しかし、一方では大学における高キャリア化を必ずしも歓迎しない企業もあ
りまた、無業者数の増加等にみられるように、研究者及び技術者に対する需
給に不均衡が存在する等の課題がある。
・そのため大学において、民間サイドのニーズにも十分対応できるよう優れた
高キャリア人材を育成するため、特に大学院における教育の一層の向上が期
待される。
また、科学技術基本計画では、研究開発活動の活性化及び高キャリア人材の
活躍の場を拡大すること等をめざした、「ポストドクター等の1万人支援計
画」を推進することとしているが、今後ますます増加する高キャリア人材の
適正な需給に十分配慮することが必要である。
以上の結論の他、今後関連する調査研究及び議論が更になされることを期待
する。
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